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（１）国民理解の醸成
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農林水産省における消費者施策（国民理解の醸成）

✓ 食育の推進

✓ 食文化の保護・継承

✓ 農山漁村の魅力発信

等の施策の展開を通じて、

（１）国民理解の醸成 ①問題意識

3

食料・農業・農村基本法の改正により「消費者の役割」が拡充（第14条）

国民の理解を深めるだけでなく、食料の持続的な供給に寄与するような

「行動変容」につなげるよう消費者施策を推進していくことが重要

ー様々な施策間の連携を図りながら、更なる理解や実際の行動変容につながる効果的な施策を展開ー
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（１）国民理解の醸成 ②食育の推進
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図1-2 野菜類の摂取量の推移（平均値、グラム）

資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」を基に農林水産省作成

（年）

○ 食育推進の現状
・ 食育は、生きる上での基本であって、様々な経験を通じて「食」に関する知
識と「食」を選択する力を習得するものであるとともに、心身の成長及び人格の
形成にも大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな
人間性を育んでいく基礎となるものである。
・ 食育基本法の施行から20年を迎える中で、日常生活の基盤である家庭に
おける共食を原点とし、学校、保育所等が子供の食育を進め、地域における
多様な関係者が様々な形で食育を主体的に推進してきた。
・ 食育の取組は、第４次食育推進基本計画（令和３年３月31日食育推
進会議決定）に基づき、目標を定め推進しているが、目標の達成に向けて改
善が進んでいない事項も多く、例えば、「食育に関心を持っている国民の割
合」は近年低下している。特に20歳代の男性においては、食育に関心を持っ
ている人の割合がここ数年で低下しており、若い世代では、「食事や食生活へ
の関心はあるが、他のことで忙しい」と回答する人の割合が多くなっている。

○ 改めて重要となる食育の推進
・ 一方で、家庭環境や生活環境の変化により、健全な食生活を実践すること
が困難な場面が増えており、国民の健全な食生活の実践に向けては、「食
育」が改めて重要となっている。
・ 今般改正された食料・農業・農村基本法第14条においても、消費者の役
割として、農業等への理解を深めるとともに、消費に際して食料の持続的な供
給に資する物の選択に努めることとされており、農業の生産現場の実態などに
対する消費者の理解を深める観点からも食育の推進が重要となっている。

図1-1 食育に関心を持っている国民の割合（％）

資料：農林水産省（2015年までは内閣府）「食育に関する意識調査」

図1-3 果実類の摂取量の推移（平均値、グラム）
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（１）国民理解の醸成 ②食育の推進
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（年）

○ 食生活の乱れ
・ 近年の家庭環境の変化に伴い、朝食を欠食する子供の割合が上昇傾向
にあるなど、子供たちの食の乱れや健康への影響が見られることから、児童生
徒が食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身に付け、適切な栄養摂取
による健康の保持増進を図ることが重要である。
・ また、単身世帯が増加するなどの生活環境の変化に伴い、食に関する経済
性志向、簡便化志向も上昇傾向にあり、食生活の在り方は大きく変化して
いる。
・ 中高年における米の消費が減少し、また、若者においては野菜類・果実類
の摂取が減少しているなど、大人の食生活には乱れが生じている。

○ 農林漁業への理解
・ 首都圏を中心とした大都市圏への人口集中や都市化の進展が続き、国民
の食卓と農の現場の距離が遠くなる中、生産現場の理解を深め生産者の努
力を実感できる農林漁業体験はこれまで以上に重要となっている。
・ 農林漁業体験に参加した者の６割強が「自然の恩恵や生産者への感謝を
感じられるようになった」、また約４割の者が「地元産や国産の食材を積極的
に選ぶようになった」と回答している一方で、「農林漁業体験を経験した国民
（世帯）の割合」は令和２年と比較して減少している。
・ また、学校給食における地場産物の活用は、児童生徒が地域の食文化や
農林漁業に対する理解を深め、生産者に対する感謝の念を育むために重要
であるが、その取組は地域によって差がある。

（複数回答）

自 然 の 恩 恵 や生 産者 への 感謝
を 感 じ ら れ る よ う に な っ た

地 元 産 や 国 産 の 食 材 を 積
極 的 に 選 ぶ よ う に な っ た

食 べ ら れ な か っ た 野 菜 な ど
が 食 べ ら れ る よ う に な っ た

地元の生産者等との交流が増えた

そ の 他

変 化 は な か っ た

無 回 答
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図1-4 農林漁業体験に参加して変化したこと

図1-5 学校給食における地場産物の使用割合
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資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和５年）

資料：文部科学省「学校給食における地場産物・国産食材の使用状況調査

（令和５年度） 」を基に農林水産省作成



（１）国民理解の醸成 ②食育の推進

○ 学校等での食育の強化
・ 児童生徒の健全な食生活に関する理解や食を支える農林漁業への
理解が求められており、地域によって学校給食における地場産物の活
用促進などの取組に差があることも踏まえながら、学校等での食育の充
実強化が必要である。

○ 「大人の食育」の推進
・ 食の経済性志向や簡便化志向、若者における野菜類・果実類の摂
取減少及び中高年における米の消費減少等の現状を踏まえると、若者、
中高年、高齢者等各世代における健全な食生活の実現に向けた取組
を推進する必要がある。

○ 食卓と農の現場の距離を縮める取組の拡大
・ 食卓と農の現場の距離が拡大する中で、農林漁業の現場に対する
国民の理解を増進させるための取組強化が必要である。

○ 行動変容に向けた気運の醸成等
・ 食育に関心を持っている国民の割合が近年低下している状況を踏ま
え、改めて食や農林漁業への国民理解を醸成し、行動変容を促すため
には、様々な主体を巻き込んで連携・協働を生み出す国民運動の展開
を図る必要がある。

○ 学校等での食育の強化
・ 学校と地域の連携・協力関係を強化し、学校給食における地場産
物活用の更なる促進を図るほか、給食以外の時間においても、朝食や
バランスの良い食生活の重要性等の食に関する指導や農林漁業教育
の推進などを通じ、食や農林漁業について学ぶ機会を充実させることが
必要ではないか。

○ 「大人の食育」の推進
・ 若者、中高年、高齢者等各世代の健全な食生活の実現に向けた課
題を整理し、認識の共有を図るとともに、消費者に直接働き掛ける食品
関連事業者等による食育や、職場における従業員等への食育等を進
めることが必要ではないか。

○ 食卓と農の現場の距離を縮める取組の拡大
・ 食卓と農の距離を縮めることにつながる農林漁業体験機会の提供の
ほか、産直活動などの生産者と消費者が直接つながる取組を強化す
ることが必要ではないか。

○ 行動変容に向けた気運の醸成等
・ 国や地方公共団体等における食育推進体制の更なる充実や学校、
企業、生産者等の様々な主体を巻き込んだ官民連携による新たな体
制の構築、ボランティアなどの食育を進める人材の育成・拡大を図ること
が必要ではないか。
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克服すべき課題 検討の視点



知っている

52.5

知らない

47.5

資料：農林水産省「令和４年度 国民の食生活における和食文化の実態調査]

（１）国民理解の醸成 ③食文化の保護・継承

7

○ 和食に接する機会の確保
・ 和食は、「自然の尊重」の精神に立ち、長い歳月をかけて日本人が育てあげてきたもの。
また、栄養バランスに優れ、日本人の長寿の支えにもなっている。
・ 一方、我が国における共働きや単身世帯の増加など社会構造の変化や食の外部化
などライフスタイルの変化があり、家庭における和食の継承が一層難しくなっている。
・ 郷土料理や伝統料理を「月1回以上」食べている国民の割合は、令和5年が54.5％
と約半数。
・ 和食に関わる事業者と行政が一体となって、子育て世代に、身近・手軽に和食を食べ
る機会を増やしてもらう取組を実施。

○ 和食文化の保護・継承
・ 令和５年の「地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、伝え
ている国民の割合」は、44.7%と横ばいとなっている。
・ 「生まれ育った地域の郷土料理を知っている」のは52.5%と、次世代に確実に継承さ
れているとは言い難い状況。

○ 海外需要の取り込み
・ 和食が平成25年にユネスコ無形文化遺産に登録されたことを契機として、海外におい
て日本の食に対する関心が高まり、海外における日本食レストランの増加、我が国の農
林水産物・食品の輸出の拡大、また、訪日外国人旅行者数の増加につながっている。
・ 食と食文化により地方へのインバウンド誘致を図る「SAVOR JAPAN地域」では、令和
5年度のインバウンドの宿泊延べ数は192万人程度。
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【図1-7 地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、
伝えている国民の割合】

月に１回以上

54.5
２～３ヶ月に１日程度

15.8

それ以下

19.8

まったく食べない

7.5

無回答2.3

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和５年）
資料：農林水産省調べ
注：SAVOR JAPAN認定地域から聞き取った数値を農林水産省にて集計したもの。
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【図1-9 SAVOR JAPAN認定地域の宿泊延べ数】
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資料：農林水産省（平成27年は内閣府）「食育に関する意識調査」

【図1-8 自身が生まれ育った地域郷土料理を知っている国民の割合】

(暫定）

現状分析

【図1-6 郷土料理や伝統料理を月１回以上食べている国民の割合】



（１）国民理解の醸成 ③食文化の保護・継承

○ 和食に接する機会の確保
・ 消費者の生活実態や価値観なども踏まえながら、食文化の国民への
理解醸成を図っていくことが重要な課題。
・ そのためには、農林水産分野のみならず、観光、地域振興、文化振興
等の政策を行っている関係省庁や地域との連携強化が必要となるが、
現状では個々での対応が主体。
・ 「簡単・手軽」な和食の取り入れのニーズが全世代で高まっていることを
踏まえ、より幅広い層をターゲットとした活動が求められている。

○ 和食文化の保護・継承
・ 和食文化の継承活動を行う中核的な人材として、栄養教諭等に加え
食品事業者等に裾野を拡大していく必要。
・ 人材を効果的・効率的に育成していくため、地域の伝統的な食の成り
立ちや背景等が分かりやすく整理されていることが重要。

○ 海外需要の取り込み
・ 日本の食は海外でも高い評価を受け、訪日外国人旅行者の訪日目
的の中心となっているものの、インバウンドの地方誘客に関しては、ブラ
ンディングやプロモーションの面での課題が見られている。また、周遊範
囲が限定的であること等により食関連消費につながりづらいといった課題
も見られている。

○ 和食に接する機会の確保
・ 「簡単・手軽」ニーズが全世代に共通することを考慮すると、若者やシニ
ア世代などにもターゲットを拡げ、和食を食べる機会を増やす活動を展
開していく必要があるのではないか。
・ 観光、文化振興などを担当する関係府省や各地域と連携し、食文化
の国民理解の醸成を図っていく必要があるのではないか。

○ 和食文化の保護・継承
・ 和食文化を伝える中核的な人材である「和食文化継承リーダー」の
育成を図るとともに、様々な場面でその積極的な活用を図るべきではな
いか。
・ 現在各地域と連携して進めている伝統的な食のデータベースの充実
を図る必要があるのではないか。

○ 海外需要の取り込み
・ 2025年大阪・関西万博における食文化の国内及び世界への発信を
契機として、我が国の地域の食文化の魅力を認知してもらい、これを地
域振興やインバウンド・輸出の拡大につなげる好循環を図っていく必要
があるのではないか。
・ その際、地域の食や食文化を活用してインバウンド誘客を図る地域の
取組について、地域間連携を推進するほか、輸出促進施策に加え、農
泊などの農村振興施策との連携を深める必要があるのではないか。

8

克服すべき課題 検討の視点



（１）国民理解の醸成 ④農山漁村の魅力発信

○ 棚田・農業遺産
・ 棚田や農業遺産は、食料生産だけでなく、観光、教育、文化等の観点においても重
要な地域資源であり、農山漁村の有する価値や魅力の発信に寄与。
・ 棚田地域振興法に基づき「指定棚田地域」を730地域指定。棚田地域への訪問を
促進するツールとして、棚田カードを252箇所で発行。
「棚田オフィシャルサポーター」（企業等）は現在43社（2024年11月時点）。CSR、
SDGsの観点から棚田地域に関心を示す企業等が増加傾向。
・ 国内の世界農業遺産は15地域、日本農業遺産は24地域、計32地域（７地域重
複）が認定（2024年11月時点）。
農業遺産について、展示会への出展等の各種情報発信等に取り組んでいるものの、そ
の認知度は11.7％に留まっている。

○ 子ども農山漁村体験
・ 子どもたちが農山漁村に滞在して、地域の住民との交流や農林漁業体験等を行うこと
は、幼少期から農業・農村に親しみ、その価値や魅力に直接触れて理解を深める機会と
なるとともに、将来の職業選びの際に就農を選択肢とすることに繋がるなど、農業・農村に
関わる人材の確保にも寄与。
・ 全公立小学校の約４割（2021年度）において、子ども農山漁村体験が実施されて
いる。

○ 都市農地等を活用した農業体験
・ 都市農地等を活用した市民農園や体験農園は、消費者に対して身近に農と触れ合
う場として、気軽に農産物の栽培や収穫等を体験する機会を提供し、農作物や農業に
対する関心や理解の醸成に寄与。
・ 市民農園の開設数は4,308農園（2022年度末）。また、当該市民農園の契約区
画数（2022年度末：158千区画）は、近年増加傾向（2019年度比で
105.9％）であり、特に市街化区域における伸び率（同111.8%）は好調。
・ さらに、都市農地貸借法の制定（2018年）以降、都市農地の貸借は増加している
ものの、生産緑地面積の１％程度と低水準。（2023年度末：726件、117ha）。

図1-11 農業遺産の認知度

資料：内閣府「農業遺産に関する世論
調査（令和３年７月調査）」

図1-12 子ども農山漁村体験の実施状況

資料：内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会
議事務局、文部科学省「令和３年度農山漁村体験
活動実施状況調査」

図1-10 指定棚田地域数の推移

資料：内閣府公表データをもとに農村振興局
地域振興課にて作成

いずれかの学年で体験活動を
実施

学校数
全公立学校に
占める割合

小学校 7,522校 39.2％

中学校 1,951校 20.7％

高等学校 383校 9.6％

図1-13 市民農園の契約区画数の推移

資料：農村振興局農村計画課調べ

現状分析
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○ 棚田・農業遺産
・ 高齢化の進行や担い手不足により、棚田や農業遺産を農業者や
地域住民のみで保全・継承していくことが困難な状況となっており、地
域外からの支援、関係人口の増加を図ることが必要。

○ 子ども農山漁村体験
・ 農山漁村での体験活動の取組拡大を図るためには、送り側（学
校等）である教職員の負担の軽減や、高齢化が進み、受入れが困
難となりつつある農山漁村の体制整備が必要。

○ 都市農地等を活用した農業体験
・ 生産緑地が相当程度存在する地域であっても、マッチング体制が整
備されてないため、都市農地貸借法が活用されていない地域が存在
するなど地域間での取組に格差。

○ 棚田・農業遺産
・ 棚田や農業遺産の認知度向上や保全、継承を図っていくため、地域住民は
もとより、民間企業等による地域活動への参加や、商品開発・普及等を促進
し、さらにそれを契機として、地域内外の多様な主体との協働を生み出し広げて
いくことが必要ではないか。

○ 子ども農山漁村体験
・ 関係省庁が連携し、送り側と受入側の双方を支援しているが、子ども農山漁
村体験に関する優良事例の分野横断での共有、宿泊体験活動の講師等の
活用による教職員の負担軽減や、近隣市町村の連携促進による受入体制の
強化などへの支援が必要ではないか。

○ 都市農地等を活用した農業体験
・ 都市農地貸借法を活用した貸借の促進に向け、マッチングの実施体制の整
備等、農地の出し手・受け手双方が安心して貸借できる体制整備を支援して
いくべきではないか。

克服すべき課題 検討の視点

10

（２）国民理解の醸成 ④農山漁村の魅力発信



（n=4000）（n=4000）

32.9

30.1

23.2

18.4

15.8

39.1

（n=4000）

2023年度

（１）国民理解の醸成 ⑤消費者の行動変容

・ 食料サプライチェーンの高度化等を背景に、消費者が農林水産業との接点を持つ機会は依然として少なく、生産現場や食を身近に感じる機会は限られて
いる状況。また、価格の安さや国産であることがともに重視されているとともに、日本の農業の課題としては、食品ロス削減や食料自給率の低下などが関心が
高い状況。
・ さらに、近年、食料供給の不安定化リスクが高まっている中、国民一人一人が、平時から、十分に食料システムに関する正確な理解を得て、冷静な行動を
とり、適切な選択、消費行動を行うことができるような消費面での取組が求められている。
加えて、新たな食料システムにおいて多様な商品・サービスを提供する者と位置付けられている食品産業事業者等も、サステナビリティやCSR等の活動の充

実や活動状況の開示を行うなど、食料サプライチェーン全体において持続可能な食料供給への取組が求められている。

図1-14 これまでの農林水産業との接点

資料：農林水産省「令和5年度 食生活・ライフスタイル調査」

現状分析

・ 消費者や食品産業事業者等が、食と農を取り巻く新たな情勢や改正
基本法の理念や不測時の食料安全保障を確保する観点から、消費者
が単なる理解に留まることなく食料の持続的な供給に資する農林水
産物等を選択するなどの行動変容を促すための仕組みが必要ではな
いか。
・ また、改正基本法の理念や不測時の食料安全保障を確保する観点
から、消費者や新たな食料システムを支える食品産業事業者等に求め
られる行動変容がどのようなものか、より分かりやすく・具体的に説明し
ていくことが必要ではないか。

・ 国民全世代をターゲットとし、生産者から消費者までの食料システムを
支えるあらゆる関係者を巻き込んでいくためには、食と農を取り巻く新たな
情勢や改正基本法や事態法等の理解を深めつつ、具体的な行動変容
を促すためにも、優良な取組を行う企業等を顕彰してはどうか。

・ また、これらの取組等により、消費者や新たな食料システムを支える
食品産業事業者の理解を促してはどうか。

克服すべき課題 検討の視点
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図1-15 食に関して重視していること

2022年度 2021年度

（%）
30.3

28.3

23.4

16.7

16.1

43.6

26.7

25.1

21.0

14.9

14.1

45.5

39.5

36.0

22.5

38.1

39.0

22.4

38.3

40.1

19.4

39.7

38.1

38.0

35.9

23.6

21.7

20.4

19.1

42.4

42.6

41.9

24.1

18.7

21.3

47.4

41.6

45.1

23.8

17.6

21.1

資料：農林水産省「令和5年度 食生活・ライフスタイル調査」

近所に田畑がある（あった）

野菜の収穫や果物狩りをした

自然が豊かな環境で育った

田植えや稲刈りをした

土に触れる機会が多い（多かった）

農林水産業との接点を
あまり持ったことはない

同じような商品であれば
出来るだけ価格が安いこと

（n=4000）（n=4000）（n=4000）

2023年度 2022年度 2021年度

（%）

できるだけ日本産の商品
であること

食料品価格の上昇

（n=4000）（n=4000）（n=4000）

2023年度 2022年度 2021年度

（%）

食品ロスの削減

食料自給率の低下

農業従事者の減少・高齢化

食料品価格の上昇

エネルギーや資材高騰による
生産コストの上昇

耕作放棄地の拡大

食品流通、食品産業における労働力不足

農地面積の減少

資料：農林水産省「令和5年度 食生活・ライフスタイル調査」

図1-16 現在の日本の農業の課題の認知


